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資料 4.3. 令和 2年度原子力規制委員会放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進

事業費）短寿命アルファ線放出各種等の合理的安全規制のためのガイドライン等の作成 

第 1〜4回会議 

⽇時：令和２年 6 ⽉ 17 ⽇~7⽉ 1⽇(第 1 回)  メール会議 

令和２年８⽉ 11⽇~8⽉ 15⽇(第 2回)  メール会議 

令和２年 9⽉ 18 ⽇~9⽉ 23 ⽇(第 3回)  メール会議 

令和３年 1⽉ 12 ⽇~1⽉ 15⽇(第 4回)  メール会議 

出席者：久下（北⼤ RIセ）、渡部（東北⼤ CYRIC）、⽩崎（東北⼤⾦研）、永津（量研機構）、 

⽶倉（阪⼤放射線機構）、⼭村（京⼤複合研）、畑澤（アイソトープ協会）、 

藤堂（阪⼤放射線機構）、篠原（阪⼤院理）、豊嶋（阪⼤放射線機構）、 

⽻場（理研）、兼⽥（阪⼤放射線機構）、渡部（阪⼤院医）、巽（阪⼤病院）、 

⼤江（阪⼤院医）、⼭⼝（阪⼤病院）、神⾕（阪⼤病院）、川⼝（阪⼤病院）、 

永⽥（阪⼤放射線機構）、中島（広⼤ N-BARD）、⽩神宣史 (阪⼤放射線機構)、 

吉村（阪⼤放射線機構） 

議事要旨： 

1) ガイドライン内容の確認 (第 1 回~第 4回) 

ワーキンググループで作成したガイドラインの内容について確認した。 

2) 原⼦⼒規制庁放射線規制部⾨からのコメントへの返答案の確認（第 2、3回） 

原⼦⼒規制庁放射線規制部⾨からのコメントの返答について確認した。 

3) 原⼦⼒規制庁及び各学会からのコメントへの返答案の確認（第 4回） 

原⼦⼒規制庁放射線規制部⾨および各学会からのコメントへの返答について確認した。 

 

資料 4.4. 令和 2年度原子力規制委員会放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進

事業費）短寿命アルファ線放出各種等の合理的安全規制のためのガイドライン等の作成 

第 5回会議 

 

⽇時：令和 3 年 3⽉ 16⽇ 13:30~15:15  オンライン会議 

出席者：久下（北⼤ RIセ）、渡部（東北⼤ CYRIC）、⽩崎（東北⼤⾦研）、永津（量研機構）、 

⽶倉（阪⼤放射線機構）、⼭村（京⼤複合研）、藤堂（阪⼤放射線機構）、 

兼⽥（阪⼤放射線機構）、渡部（阪⼤院医）、巽（阪⼤病院）、川⼝（阪⼤病院）、 

永⽥（阪⼤放射線機構）、⼤江（阪⼤院医）、中島（広⼤ N-BARD）、 

⽩神（阪⼤放射線機構）、伊藤（⽇本メジフィジックス）、中村（千代⽥テクノル）、 

古⽥（PESCO）、吉村（阪⼤放射線機構） 
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議事要旨： 

1) ガイドライン現状についての報告 

吉村より 3⽉の初旬に承認いただいた学会に対して各学会ホームページへの掲載を依頼

し、現在、各学会より公開されている状態であることが報告された。 

2) 教育資料についての報告 

久下より⽇本放射線安全管理学会に外注した教育資料について、⽇本放射線安全管理学会

内にアドホック委員会を設け、教育資料が作成されたこと及びその教育資料の内容につい

て報告があった。 

3) 成果報告書内に記載する RI の取り扱いに関する要望について 

原⼦⼒規制委員会から指摘があった本事業を踏まえて RI の取り扱いに関する要望や意⾒を

成果報告書内に記載する件について、その内容について議論した。またその内容について

は、法令改正を伴うものと法令改正伴わないものに分けて記載することとした。 

4) 成果報告書内に記載すべき項⽬について 

成果報告会を踏まえて原⼦⼒規制庁より成果報告書に記載すべきと指摘された以下の点に

ついて議論した。 

・ガイドラインの概要を記載する 

成果報告書については、ガイドラインを掲載するとともに、ガイドラインのポイントにつ

いても記載することにした。 

・α核種に特有のポイントも少し記載する 

ガイドラインではα線放出核種に限らず、包括的に取り扱う⽅針で作成した。短寿命α線

放出核種の安全取り扱いについては、教育資料に詳しくまとめられている。作成した教育資

料を全て成果報告書に掲載するとともに、α線放出核種の安全取り扱いを記したスライド

を報告書内に資料として⽰すこととした。 

・関連学会から承認を得た際に出されたコメントとそれへの対応 

意⾒を提出した各学会からの承諾が必要なため、承諾が得られたものについてのみ掲載

することとした。 

5) その他 

・ガイドラインの維持管理、改訂について 

 今後のガイドラインの改訂について議論した。ガイドラインは今後、状況に応じて改訂し

ていくことが確認された。また、ガイドラインの改訂においては、ガイドライン等作成会議

としては、承認いただいた学会のうち、特に医学系の学会からの承認をとりまとめていただ

いた⽇本核医学会と放射線の安全取扱及び安全管理が専⾨である⽇本放射線安全管理学会

が改訂の中⼼となって進めていただくこと期待することとした。  

- 943 -



 146 

資料 4.5. 発表論文 JSTAGEよりダウンロード可能 

 

© 2020 Japan Radioisotope Association

RADIOISOTOPES, 69, 233–242（2020）

連載講座

TRT・TATの更なる活性化に向けて

短寿命放射性核種の合理的安全規制のための 
ガイドライン等作成に向けた検討状況

吉村 崇†

大阪大学放射線科学基盤機構附属ラジオアイソトープ総合センター
† tyoshi@rirc.osaka-u.ac.jp

近年，短寿命α線放出核種を利用した放射性治療薬の研究が注目されている。本稿では，短寿命
α線放出核種の合理的安全規制のために実施された先行事業について，その内容を紹介するととも
に現在，実施されている短寿命放射性核種のガイドライン等作成に向けた検討状況について報告
する。

Key Words: short-lived radionuclide, alpha particle emitter, radiation safety management, education and train-
ing for radiation safety, guideline

1. はじめに

短寿命のα線放出核種を利用した放射性治
療薬の研究が注目されている。日本国内では
2016年から 223Raによる骨転移のある去勢抵抗
性前立腺癌に対する治療が実施されている 1）。
実際，日本国内でも放射線発生装置で製造さ
れた 211Atを用いた研究が盛んに行われている。
表1には，最近発表された核医学治療薬開発
研究に関する総説 2–7）に記載されている代表的
な短寿命のα線放出核種について，それら半減
期，安定核種に壊変するまでに放出される粒子
をまとめた。
従来，日本では，非密封放射性同位元素の使

用の許可（承認）申請は，モデル計算を元に行
われている。このモデル計算で通常使用する
飛散率等の数値は，平成12年10月の国際放射
線防護委員会の勧告（ICRP Pub.60）の取り入れ
等による放射線障害防止法関係法令の改正につ
いて（通知）8）で示されている数値を使用して
いる施設がほとんどと思われる。動物実験に
おいて生存している動物に RIを投与した場合

はモデル計算で使用される飛散率が1（糞尿を
処理した場合は0.1）に設定されている。ここ
で，短寿命の放射性核種を用いた場合，使用中
に減衰していくため，動物実験で設定されてい
る飛散率1は，かなり安全側に設定されている
と言ってよい。したがって，短寿命の放射性核
種を長寿命の RIと同じように管理することは，
過剰な管理になる可能性がある。原子力規制委
員会は，平成29年度放射線対策委託費（放射
線安全規制研究戦略的推進事業費）において，
短寿命α核種等の RI利用における放射線安全
管理のあり方に関する研究を重点研究テーマと
しているが，この公募要項に記載されている重

doi: 10.3769/radioisotopes.69.233

 

表1 核医学治療研究で使用されている短寿命α線放
出核種の例

- 944 -



 147 

 

 

234 Vol. 69, No. 7RADIOISOTOPES

点テーマの背景にも，「国内のα核種の管理体
系は長寿命α核種を想定したものであり，短寿
命α核種に適用すると過剰な管理となるととも
に，使用及び管理に伴う作業の非効率化につな
がることが指摘されている」との記述がある 9）。
このため，短寿命α核種の使用に対しては，新
しい安全管理・規制が必要との認識で安全管理
に関する研究が進められている。
本稿では，平成29年度より原子力規制委員

会の委託事業として研究されてきた短寿命核種
の安全規制に関する先行研究の内容について紹
介した後，平成31年度～令和2年度の期間で
放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的
推進事業費）にて実施する「短寿命アルファ線
放出核種等の合理的安全規制のためのガイドラ
イン等の作成」事業を紹介し，現在までに検討
されているガイドライン等の案について述べ
る。なお，短寿命放射性核種の利用におけるガ
イドライン等作成会議にて検討されている案に
ついては，本稿執筆時点（令和2年3月）のも
のであり，今後，事業の進展に応じて変更の可
能性があることをご承知いただきたい。

2. 原子力規制委員会が実施した短寿命核種の
安全規制に関係する委託事業

2・1 先行研究
原子力規制委員会が実施した短寿命放射性核

種の利用における安全規制に関する委託事業
は，平成29年度及び平成30年度放射線対策委
託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業費）
で実施された「短寿命α線核種の合理的規制の
ためのデータ取得による安全性検証と安全管
理・教育方法の開発」（代表：篠原厚（大阪大
学）），「短寿命α線核種等の RI利用における合
理的な放射線安全管理のあり方に関する研究」
（代表：細野眞（近畿大学））の2事業がある。
大阪大学の事業では 211At，223Ra，及び 225Acを
含む溶液からの RIの飛散率等の実験データ取
得，223Raを使用する医療施設での患者の呼気
からの放射性同位元素の飛散データ取得に加え

て，ヒヤリハット事例の収集と大阪大学放射線
科学基盤機構附属ラジオアイソトープ総合セン
ターの実情に合わせた短寿命α線放出核種の安
全取扱教育が報告されている 10）。この事業の
実施には，筆者も深く関わっている。この事業
で得られた飛散率等の結果については，次項で
紹介する。
近畿大学の事業では，短寿命α線放出核種を
使用している海外及び国内施設への実態調査が
報告されている 11）。α線放出核種の海外施設で
の放射線安全管理の実態については，スウェー
デン・ヨーテボリ大学での事例が桧垣 12）及
び永津ら 13）により詳しく報告されている。ス
ウェーデンの放射線施設での放射線安全管理
体制の特徴的な点として，1）非密封放射性同
位元素の許可量の取得においては，モデル計算
ではなく実測値を用いていること，2）免除レ
ベル（211Atの場合，10 MBq）が導入されている
こと，3）α線源の廃棄物は一時的に保管された
後，他の放射性廃棄物と同様に専門業者によっ
て回収・処分されていることが挙げられてい
る 13）。スウェーデンでは，放射線防護を専門
とする医学物理士が放射線施設の管理を担当し
ている点も特徴的である 11）。
平成29年度原子力規制委員会の放射線対策

委託費にて，日本アイソトープ協会が「短半減
期核種の合理的な規制に向けた調査」として，
調査研究を実施している 14）。ここでは，今後，
医療機関での利用が見込まれる放射性同位元素
について，過大な評価により空気中濃度限度や
排気，排水中濃度限度が設定されている核種を
洗い出すために，国内外の文献を調査したとこ
ろ，放射線を放出する同位元素の数量等を定め
る件（平成12年科学技術庁告示第5号）で定め
られている数量告示別表の数値は特に保守的に
設定されているものではない旨，報告されてい
る。また，この委託事業では，今後の放射性同
位元素の利用ニーズ調査が実施されている。核
医学分野に関する利用ニーズとしては，陽電子
放出断層撮影法（PET）に用いられるポジトロ
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ン核種やα線放出核種が主流になっていく傾向
があること，利用核種にα線放出核種が導入さ
れてきていることから，従来の安全管理手法で
は対応できないケースも想定すべきとの旨，報
告されている。使用方法調査では，国内の5つ
の医療機関，研究機関に対して具体的な使用方
法について現地調査し，課題の整理がされてい
る。ここでは，医薬品開発における毒性試験等
のために，生物等に RIを投与した後，事業所
外で使用するニーズがある旨が報告されてい
る。

2・2 「短寿命α線核種の合理的規制のための
データ取得による安全性検証と安全管
理・教育方法の開発」事業における主な
研究成果

2・2・1 211Atの飛散率等のデータ取得
211Atは放射線発生装置を用いて製造が可能

な核種であり，7.2時間の半減期をもつ。211At

はその41.8％は 207Biへα壊変し，58.2％が軌道
電子捕獲により 211Poに壊変する。211Poは，半
減期0.516秒でα壊変するため，211Atの壊変に
よるα粒子の放出率は100％になる。この研究
では，溶液から飛散した 211Atの飛散率と容器
に付着した 211Atの洗浄の効率について調べて
いる 10, 15）。水溶液からの 211Atの飛散率につい
て，100 mLのビーカーを用いて，pH 1, 7, 13に
ついて調べたところ，飛散率は pHに応じて
変化した。その値は，pH 1で0.13±0.04, pH 7

で0.30±0.04, pH 13で0.16±0.01であった。飛
散した 211Atは，上流からガラスフィルター，
チャコール含浸フィルター及びチャコールカー
トリッジで構成される捕集フィルターのうち，
ガラスフィルターには，飛散した 211Atの全量
のうちの20–40％程度，チャコール含浸フィル
ターには，40–60％程度が捕集される結果が得
られている。pH 7の溶液に対しては，アスコ
ルビン酸を加えることによって 211Atの飛散率
が（1.14±0.04）×10−2へと大きく減少すること
がわかった。Atは，−1価～+7価まで様々な

酸化数をとることが知られている 16）。一般的
に，アスコルビン酸は還元剤として働く。した
がって，アスコルビン酸の添加により Atは，
At（III）から At（−I）に還元され，AtO（OH）か
ら At−が生成したものと考えられる。すなわ
ち，At−の生成により，溶液からの Atの飛散が
抑えられたと考えられる。溶媒による飛散率の
違いを調べるためにクロロホルムを使用して実
験を行ったところ，飛散率は（0.9±0.8）×10−2

となり，水溶液に比べて大幅に小さい値になる
事がわかっている。
使用する容器が飛散率に及ぼす影響を調べる

ために，使用する容器を100 mLのビーカーから，
1.5 mLのチューブに変えて実験を行ったとこ
ろ，飛散率の数値は pH 1で（3.56±0.09）×10−2， 
pH 7で（4.02±0.07）×10−2，pH 13で（2.15±
0.07）×10−2となり，100 mLビーカーを使用し
た場合と比較して大幅に減少したことが報告
されている。211Atの飛散率に関する研究の詳
細については，文献15を参照されたい。実作
業として 211Atを含む pH 7の水溶液を1.5 mLの
セーフロックチューブに入れ，さらにチューブ
をビニール袋に封入して振とう操作や遠心操
作を行った場合の 211Atの飛散を調べたところ，
飛散はビニール袋内に収まり，ビニール袋内へ
の飛散率は，振とう操作で（0.05±0.01）×10−2，
遠心操作で（0.02±0.01）×10−2になることがわ
かった。
飛散率測定で使用したビーカーをエタノール

で洗浄したところ，pH 1の溶液以外は2回の洗
浄後は1％より小さい混入率になった。一方，
pH 1の溶液を使用した場合は，洗浄を繰り返
しても 211Atが排液内に含まれ，容器への吸着
があることがわかった。
2・2・2 223Ra水溶液からの放射性同位元素の飛

散率等のデータ取得
223Raはアクチニウム系列に属するため，図1

に示すように壊変系列を形成し，α線を多段で
放出することが知られている。この系列の中
で半減期3.96秒の 219Rnは，元素周期表の第18
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族，すなわち希ガスに属するため，219Rnの飛
散が懸念される。現在，国内では 223RaCl2水溶
液として使用される場合がほとんどと予想さ
れるため，バイエル薬品から提供いただいた
223RaCl2水溶液を使用して飛散率の取得実験を
行った 10, 17）。実験の結果，223Ra自身の飛散は
検出限界未満で，飛散率の上限値は2.4×10−6

であった。223Raは，水溶液中で Ra2+イオンと
して存在しているため空気中への飛散がないと
考えられる。一方，空気中へ飛散した放射性同
位元素として 211Pbと 211Biが検出されている。
Pb及び Biも水溶液中で安定なものはイオン種
であるため，211Pb及び 211Biが検出された要因
は，これらの親核種にあたる 219Rnの空気中へ
の飛散が原因と考えてよい。223Raの放射能及
び液量が同一の水溶液を用いて，空気と 223Ra

水溶液が接する面積を変えて実験を行ったとこ
ろ，219Rnの飛散率は，100 mLビーカーを使用
した場合の値では0.020±0.001であったが，空
気と水溶液とが接する面積が小さくなるにつれ
て飛散率は減少し，1.5 mLのチューブを用いた
際は（1.6±0.1）×10−3となった。研究の詳細に
ついては，文献17をご覧いただきたい。続い
て，実作業として 223RaCl2溶液を1.5 mLのセー
フロックチューブに入れ，チューブをビニール
袋に封入して振とう操作や遠心操作を行った
が，ビニール袋内への飛散は確認されなかっ
た。

飛散率実験を行った後の100 mLガラスビー
カーをエタノールまたは蒸留水で洗浄した。そ
の結果，いずれの溶液ともに1回の洗浄後は，
223Raのガラス容器から排液への混入が1％未満
になることがわかった。
2・2・3 223Raを使用する医療施設での患者の呼

気からの放射性同位元素の飛散データ
223RaCl2水溶液の使用時は子孫核種である

219Rnの飛散について注意する必要がある 18, 19）。
この研究では，医療施設にて 223RaCl2投与の開
始から1分後と5分後に，呼気収集バッグを使
用して患者からの呼気サンプルを収集してい
る 19）。このサンプルから，219Rnの飛散に起因
する 211Biが検出された。211Biの線量を使用し
て，223RaCl2投与の開始後1分及び5分での単
位呼吸量あたりの 219Rnの量を導出したところ，
それぞれ90±56 Bq/mL及び28±9 Bq/mLと計算
された。この結果から，介護者に対する 219Rn

の実効線量は，注射あたり3.5 µSvと推定され，
介護者の内部放射線被ばくは比較的小さいこと
が判明している。
2・2・4 225Ac溶液からの放射性同位元素の飛散

率等のデータ取得
225Acはネプツニウム系列に属し，図2に示
すように壊変系列を形成する。0.05 Mの硝酸
溶液中での撹拌操作における 225Ac3+イオンの
飛散率は，最大2 × 10−6で極めて小さい値で
ある 20）。また，核医学分野で金属イオンをキ
レートする配位子として広く用いられている
1,4,7,10-tetraazacyclododeca-1,4,7,10-tetraacetate

（DOTA，図3）が 225Ac3+に配位した金属錯体を
用いて，MES緩衝液中での飛散率測定を行っ
たところ，その数値は3 × 10−5であり，0.05 M

硝酸水溶液中の Ac3+イオンの飛散率に比べて
若干上昇したが，依然として極めて小さな数値
である。また，各種実験条件下での 225Acの飛
散率のデータが測定され，いずれの条件でも飛
散率は極めて小さい値となっている。詳細は文
献20を参照いただきたい。

図1 アクチニウム系列のうち，223Ra以降の壊変系
列図
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2・2・5 211At，223Ra，225Acを投与した動物実験
でのデータ取得

211At，223Ra，または 225Acを投与したマウス
に残存した量等を調べることによって，動物
からの放射性同位元素の飛散が算出されてい
る 10）。211At，223Ra，または 225Acの投与動物か
らの飛散経路として考えられるのは，糞，尿，
汗，呼気であるが，呼気からの飛散は非常に低
いレベルと報告されている 10）。体内残存率は，
核種によっても異なり，正常マウスを使用して
いるかまたは担がんマウスを使用しているかに
よっても異なる。211Atは正常マウスでは速や
かにその多くが糞尿を介して排泄されるが，担
がんマウスでは体内に残存する量が正常マウス
に比べて多いと報告されている 10）。225Acでは，
肝臓への集積が多いと報告されている 10）。

3. 短寿命放射性核種の安全規制のためのガイ
ドライン等作成に向けた検討状況

前述のとおり，原子力規制委員会が実施した
先行の委託事業により，短寿命放射性核種（特

にα線核種）については，国内及び海外の放射
線施設の実態調査，飛散率等の基礎的データの
取得，ニーズ等の情報が揃ってきた。そこで，
放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的
推進事業費）にて，平成31年度～令和2年度
の2年間「短寿命アルファ線放出核種等の合理
的安全規制のためのガイドライン等の作成」事
業（代表：吉村崇（大阪大学））が実施されてい
る。本稿では，現時点（令和2年3月）までに
検討されているガイドライン等の案について述
べる。

3・1 ガイドライン等作成の目的，事業内容及
び期待される効果

短寿命の放射性核種を使用した医学関連研究
が盛んに実施されており，近い将来，放射線施
設でこれらの核種の大量利用が期待される。用
いられるα線放出核種は，短時間で減衰するた
め，長寿命のα線放出核種等に対する規制運用
とは異なる新しい方法を提案する必要がある。
そこで，各施設での短寿命放射性核種の許可使
用数量を算定する際の新しい評価方法と評価の
信頼性の担保の方法をまとめたガイドライン等
を作成する。この評価手法に関してはα線放出
核種以外にも適用できるものとする。また，作
成したガイドライン等の案については，原子力
規制庁及び放射線安全管理に関係する学協会と
協議し，意見，要望も盛り込めるよう検討す
る。作成したガイドライン等については，関連
する学協会等にオーサライズしていただくこと
を目標にしている。
各施設が定める行為等を業務従事者に遵守さ
せるためには教育の実施が必須である。そこ
で，この事業では，短寿命放射性核種の安全取
扱を教えるために，日本放射線安全管理学会に
必要な教育内容を検討と，教育資料の作成を担
当いただいている。この資料は，令和2年度に
公開される予定である。
本事業で作成されたガイドライン等により，
各放射線事業所では合理的な安全性が担保され

図2 ネプツニウム系列のうち，229Th以降の壊変系
列図

図3 DOTA
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た状態で短寿命放射性核種が使用可能になる。
このことは，国内での短寿命放射性核種の研究
等の発展を放射線管理の点から後押しすること
に繋がるものと期待している。

3・2 実施体制
本事業の実施体制と本事業の中核に位置して

いるガイドライン等作成会議のメンバーを図4

にまとめた。本事業では，先行研究として大阪
大学が代表になって実施した原子力規制委員会
の委託事業の主たる研究者に加えて，先に紹介
した他の事業を実施した研究者のうち一部の方
にも参画していただいている。このメンバー
は，α線放出核種等の非密封での取扱を熟知し
ている放射化学の専門家，放射線発生装置を用
いたα線放出核種の製造に携わっている者，核
医学関連の研究者，大学病院に勤務する医師及
び技師，放射線安全管理の専門家，及び大学病
院の放射線施設での放射線管理の実務者で構成
されている。加えて，民間企業からの視点も取
り入れるために，日本メジフィジックス株式会
社の方及び核医学試薬製造企業に在籍経験のあ
る研究者にオブザーバー参加いただいている。
教育資料の作成のために，日本放射線安全管

理学会内に「短寿命放射性核種の安全取扱のた
めの教育資料作成アドホック委員会」（久下裕
司（委員長：北大），柴和弘（金沢大），渡部浩
司（東北大），西弘大（長崎大），右近直之（福
島県立医大），桧垣正吾（東大），古澤哲（東京
ニュークリア・サービス株式会社），渡辺茂樹
（量研機構高崎），大江一弘（阪大））が設置され
ている。

3・3 ガイドライン案の検討状況
ここでは，ガイドライン案の主たるポイント
について紹介する。
3・3・1 ガイドラインの適用範囲
次項以降で述べるように，このガイドライン
は，短寿命の RIを使用するにあたって，各事
業所等での許可使用数量等を算定する評価の方
法と評価の信頼性担保の方法に関するものであ
る。許可使用数量等は，放射性同位元素等の規
制に関する法律（RI法）に基づいて定められる
ため，本ガイドラインの適用範囲は RI法の範
囲内とする。したがって，対象となるのは，RI

法の下で非密封 RIを使用する事業所である。
医療期間における本ガイドラインの適用範囲は
RI法に基づいて規制を受ける範囲とする。

図4 事業の実施体制とガイドライン等作成会議メンバー

- 949 -



 152 

 

 

239Jul. 吉村：短寿命放射性核種の合理的安全規制のためのガイドライン等作成に向けた検討状況

3・3・2 各核種の許可使用数量算定のための新
しい評価方法の検討

現状，許可使用数量等の算定のための評価
に使用する遮蔽能力，空気中濃度，排気中濃
度，排水中濃度は，壁の材質や厚み，排風能
力等に基づいてモデル計算で行われている。こ
の場合，飛散率等の数値は，文献8に掲げられ
ている数値が一般的に用いられる。これらの数
値は，固体や気体，通常使用と動物実験といっ
た，性状や使用方法に応じて，大まかな形で分
けられている。この従来から行われているモデ
ル計算に基づく評価の方法は，施設・設備の能
力についてのデータがあれば許可使用数量を算
定することができるため，便利な方法である。
また，現状では，飛散率，透過率等のデータは
報告例があまりないので，一律に決められてい
る数値を使わざるを得ない場合が多いとも考え
られる。実際のところ，飛散率等の数値は，核
種，その性状，及び使用方法に応じて大きく異
なることは，前述の先行事業での飛散率データ
で示した通りであり，過去のβ, γ線放出核種等
に関する飛散率導出実験の結果でも報告されて
いる 15, 17, 20–24）。一律に決まっている飛散率の
数値は，文献で報告されている飛散率の実測の
数値と比較すると多くの核種にとっては，かな
り安全側に立った形に設定されていることにな
る。
α線放出核種の場合，数量告示別表で定めら

れている空気中濃度限度，排気中または空気中
濃度限度，排液または排水中濃度限度の数値
はβ線放出核種等に比べてかなり小さい。例え
ば，225Acのハロゲン化物，硝酸塩，酸化物及
び水酸化物以外の化合物での空気中濃度限度は
2 × 10−5 Bq/cm3である。225Acと同じく核医学
治療研究で用いられている 177Luの空気中濃度
限度は2 × 10−2 Bq/cm3であるため，225Acを現
状どおりの評価方法で評価すると，使用数量を
かなり少なく設定せざるを得ない。前述のとお
り，数量告示別表で定められている数値は，諸
外国と比べて保守的に設定されているわけでは

ない 9）。このため，短寿命α線放出核種の許可
使用数量を決める空気中濃度等を評価するため
には，現在，一律で使用している飛散率等の数
値を使用するのではなく，そのデータを実験的
に導出した上で，その値に基づいた評価をする
ことが必要と結論づけた。
短寿命核種の最大の特徴は短期間で大きく減

衰することである。したがって，使用数量等の
許可を得るための評価を行う上で減衰を考慮に
入れることは，科学的に合理的なことと言え
る。そこで，本ガイドライン等作成会議では，
核種の許可使用数量等の算定のための評価方法
について，以下の方針とした。

a. 従来から行われている計算による評価方
法を使用するが，飛散率等の数値について
は，実験に基づいた値を適用できるように
する。

b. 各核種の評価については，減衰を考慮に
入れることができるものとする。
前述のとおり，飛散率等の数値は，核種，

その性状，及び使用方法によって大きく異な
る 15, 17, 20–24）。ガイドライン等作成会議として
は，スウェーデンの施設のように各自の事業所
がその施設の使用環境の元で飛散率等を実験的
に導出し，その値を使用して評価することを想
定している。ただし，他の施設等で得られた
データと同じと考えてよい根拠を示すことがで
きれば，その数値を引用して評価することは可
能とする。これは，病院等の施設にて，他の施
設で既に確立された手順に従って RIを使用す
る場合を想定している。
使用する全ての核種について，各事業所が飛

散率等のデータを実験的に求めることは実用的
ではない。実測に基づいた数値を適用するの
は，目的とした作業を行うにあたって，通常の
評価方法では取り扱うことができない数量を使
用したい場合に限られると思われる。そこで，
複数の核種の使用許可を有している施設におい
ては，現行の評価方法と新しい実測に基づいた
データを取り入れた評価方法が混在した形で空
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気中濃度等を評価することは，当然のことなが
ら可能とガイドライン等作成会議は判断した。
設備に関しては，飛散防止装置内で RIを取

り扱い，装置に適正な RIフィルターを設置し
た場合は，装置の排気口から放出される RIの
排出率を考慮して，作業室内の空気中濃度や排
気中濃度を評価できることにした。飛散防止装
置の例としては，隔離操作ボックスのフード内
の設置などが挙げられる。
3・3・3 実測データの信頼性を担保する方法の

検討
現在でも飛散率等について実測の数値を使用

することは認められているが，その数値が論文
発表されていることが求められており，現実的
にはハードルが非常に高く，実行性が乏しいこ
とが懸念される。IAEA基本安全原則では，「安
全のための一義的な責任は放射線リスクを生じ
る施設と活動に責任を負う個人または組織が負
わなければならない」とされており，令和元年
9月1日施行の法改正では事業者責務の取り入
れが行われている。そのため，許可使用数量算
定のための評価に飛散率等の実測に基づいた数
値を取り入れることに関しても，各事業所が責
任をもって行うことが重要である。ガイドライ
ン等作成会議では，実測データの信頼性を担保
する方法について検討し，以下の方針とした。

a. 実測データ取得試験等に関する事項を審
議・承認する組織体制を構築する。

b. 実測のデータの取得に際しては，各事業
所がピアレビューする体制を構築する。レ
ビューアーの任命は，その試験に関する事
項等を審議・承認する委員会等の組織の長
が行う。

c. 実測データ取得実験に関係した記録及び
データは，記録に残す。

上記の方針は，放射線リスクを生じる事業所
を使用する個人及び組織が，その活動において
安全のための一義的な責任を負う形に合致し
ている。また，論文の投稿にあたってピアレ
ビューを受けることは，研究者にとっては極め

て普通のことであるため，上記の方針は各施設
にとっても受け入れ易い形になっていると考え
ている。なお，上記の一連の手続きは，放射線
障害予防規程またはその細則内に記載する必要
があると判断している。
3・3・4 下限数量以下に減衰した試料等の事業

所外使用の検討
前述の原子力規制委員会から委託を受けてア
イソトープ協会が実施した「短半減期核種の合
理的な規制に向けた調査」事業において，薬剤
開発工程において，RIを投与した生物等につ
いて，その後，毒性試験を行う必要があるが，
一般の大学研究施設で優良試験所基準（GLP基
準）を満たすことは，かなりハードルが高い。
したがって，当該試験が要求される場合，GLP

基準を満たす他の機関での試験が必要になる
が，GLP基準は満たすが RIの使用許可を持た
ない試験機関では受け入れることができない。
このために，医薬品開発が進まない原因となる
ことがある旨，報告されている。この問題は国
産の RI医薬品開発に支障を与えることになる
重要な問題と捉え，この課題解決のために下限
数量以下に減衰した試料等の事業所外での使用
について，ガイドライン等作成会議で検討して
いる。

3・4 教育及び訓練
教育及び訓練に関する事項は，本ガイドライ
ンにも盛り込まれるが，本事業では，短寿命放
射性核種の安全取扱に関する教育資料の作成に
ついても事業を実施しているため，この項でま
とめて紹介する。
3・4・1 実測データに基づいた評価方法で評価

した核種使用に対する教育及び訓練
実測データに基づいた評価をした核種につい
ては，特定の手順での飛散率等のデータを評価
に使用している。したがって，対象核種を使用
するための手順を定め，使用者には，その手順
を遵守させる必要がある。そのため，手順を訓
練として教える必要がある。RIセンターのよ
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うな各放射線業務従事者が様々な研究を行って
いる事業所では，通常の教育訓練とは別に教育
訓練を実施するのが現実的と思われるが，施設
の事情等により全ての業務従事者を対象にして
教育訓練を実施しても問題はない。ガイドライ
ンでの教育項目の例としては，対象核種の許可
使用数量等，使用場所を定めている場合はその
場所，使用する測定機器の取扱方法，対象核種
の使用方法と使用上の注意，保管方法，廃棄方
法，定められた手順通りに実験を実施できない
場合の対処方法，緊急時の対応等が挙げられ
る。また，上記の教育及び訓練の手順について
は，放射線障害予防規程またはその細則内への
記載が必要と判断している。

3・5 短寿命放射性核種の安全取扱のための教
育資料の作成検討状況

短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資
料は様々な分野の方に広く利用いただくことが
望ましい。そのために，教育資料の作成につい
ては，放射線安全管理の専門家で，かつ様々な
研究のバックグラウンドをもつ分野の研究者で
構成されている日本放射線安全管理学会に担当
いただくのが最適と考え，教育資料作成の業務
を引き受けていただいた。令和2年度に教育資
料が作成される計画であるため，現在は，教育
資料作成の準備をおこなっており，既に出版さ
れている教育資料，利用可能な資料の確認と資
料の収集が実施されている。また，教育資料の
目次案が検討されているところである。
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Abstract

It’s Time to Pump Up the TRT/TAT in Japan
Preparation of a Guideline for Radiation Safety 
Management of Short-Lived Radionuclides
Takashi Yoshimura†: Radioisotope Research Center, In-
stitute for Radiation Sciences, Osaka University, † tyoshi@
rirc.osaka-u.ac.jp

Short-lived alpha particle emitters have recently at-
tracted much attention with respect to the development 
of targeted radionuclide therapy. This paper reports the 
previous projects of radiation safety management for the 
short-lived alpha nuclides and the current status of the 
study for the preparation of the guideline for radiation 
safety management of short-lived nuclides.
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図 1 短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料の目次

資料作成の方針・方向性

1 短寿命 a 線放出核種を中心に医療利用を目的とする短寿命核種の利用者を対象とした教育資料を作成すること．また，適宜，

放射線管理担当者等に有用な情報も加えること．

2 短寿命核種の利用者だけでなく，多くの非密封放射性核種の利用者に有用な資料とすること．

3 基本的な項目に加えて，既存の資料にはない細かな取り扱い方法や防護の具体的方法などを充実させること．

4 ヒヤリ・ハット事例などを含めること．

5 講義・プレゼンテーションに活用しやすい資料を作成すること．

98

資 料 日本放射線安全管理学会誌 第19巻 2 号(98㏏101)

「短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料の作成」

短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料作成アドホック委員会

1. はじめに

近年，短寿命 a 線放出核種をはじめとする，短寿命放

射性核種の医学応用のための研究が精力的に行われてい

る．近い将来，これら短寿命放射性核種の大量利用が予

想されている．したがって，これら核種を利用する放射

線作業従事者，及び公共の安全を確保しつつ研究開発を

支える“短寿命放射性核種”の合理的な管理法，安全取

り扱い法の確立が喫緊の課題である．

このような背景の下，平成31年度より，放射線安全規

制研究戦略的推進事業費による「短寿命アルファ線放出

核種等の合理的安全規制のためのガイドライン等の作成

事業(代表テ大阪大学・吉村崇)」が行われている．この

事業では，短寿命 a 線放出核種をはじめとする，短寿命

放射性核種を医学等へ利用する放射線施設での使用数量

を決める新しい基準(施設，設備基準を含む)及び行為基

準をまとめ，そのガイドライン等の作成が行われてい

る．また，これら核種の安全取扱を教授するために必要

な教育内容を精査し，教育のモデルプログラムの作成も

重要な課題として挙げられている．当学会は，この事業

から，短寿命放射性核種の安全取扱のために必要な教育

内容の精査と教育資料の作成を受託し，アドホック委員

会を設けて受託した事業を実施した．

本稿では，作成した教育資料の概要，及びアドホック

委員会活動について紹介する．なお，作成した教育資料

はパワーポイント(PPT)及びアドビアクロバット(PDF)

フォーマットにて当学会ホームページ(http://www.jrsm.

jp/)で公開する予定である．

2. 教育資料の概要

本教育資料は，下表の各点に留意して作成した．

作成した教育資料の内容(目次)を図 1 に示した．本

資料では，既存の資料にはない細かな取り扱い方法や防

護の具体的方法などを充実させ，実践的な教育資料とす

ることに主眼を置いた(図 2)．また，ヒヤリ・ハット事

例や核医学診療の概要に関する資料(図 3)を加え，短寿

命 a線放出核種を含む短寿命放射性核種の安全取扱のた

めに必要かつ十分な教育内容を含む資料とすることを目

標とした．さらに，短寿命核種の利用者だけでなく，多

くの非密封放射性核種の利用者の教育に活用できる資料

とするため，放射能・放射線の基礎に関する項目や，動

物の取り扱いに関する項目なども含めた(図 4)．
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図 2 短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料の例(a 線放出核種，高エネルギー g 線放出核種の取り扱い)

図 3 短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料の例(ヒヤリ・ハット事例・核医学診療の概要)

99

短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料作成アドホック委員会
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図 4 短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料の例(放射能・放射線の基礎，動物の取り扱い)

100

「短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料の作成」

3. アドホック委員会の活動

◯ㆌ アドホック委員会

教育内容の精査と教育資料の作成を行うため，当学会

内に「短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料作

成アドホック委員会」を設けた．本委員会の委員は以下

の通りである．

委員長テ久下裕司(北海道大学アイソトープ総合セン

ター)

委 員テ右近直之(福島県立医科大学，先端臨床研究セ

ンター)

大江一弘(大阪大学大学院医学系研究科)

柴 和弘(金沢大学学際科学実験センター)

西 弘大(長崎大学原爆後障害医療研究所)

桧垣正吾(東京大学アイソトープ総合センター)

古澤 哲(東京ニュークリア・サービス株式会

社)

渡辺茂樹(量子科学技術研究開発機構高崎量子

応用研究所)

渡部浩司(東北大学サイクロトロン・ラジオア

イソトープセンター)

オブザーバテ吉村 崇(大阪大学放射線科学基盤機構附

属ラジオアイソトープ総合センター)

◯ㆍ 活動・検討内容等に関する報告

「短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料作成

アドホック委員会」を開催するとともに，適宜，電子

メール，WEB 会議システムによる情報交換を行い，教

育内容の精査と教育資料の作成を行った．アドホック委

員会の開催実績，及び作業・検討内容の詳細を以下に記

載する．

◯ㆍ㏏1 アドホック委員会の開催実績

㐚第 1 回 アドホック委員会

日時テ2019年 8 月16日(金) 15テ00～16テ00

場所テ名古屋大学工学部 5 号館 2 階230号室 材料会議

室

㐚第 2 回 アドホック委員会

日時テ2019年12月 5 日 12テ00～13テ00

場所テ東北大学農学部総合研究棟会議室 3

㐚第 3 回 アドホック委員会

日時テ2020年 2 月21日 9テ30～12テ00

場所テ東京大学アイソトープ総合センター 講義室

㐚WEB(ONLINE)会議システムによる教育資料検討会

(2020年 5 月27日，6 月 3 日，10日，17日，7 月 1 日，

各 1～2 時間)
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◯ㆍ㏏2 作業及び検討の内容

以下の手順に従い，教育内容の精査と教育資料の作成

を実施した．

1) 教育資料作成の方針，すなわち「どのような教育資

料が適切であるか・必要であるか等」について検討

し，資料作成の方針・方向性を決定した．

2) 上記，方針・方向性に従い，教育資料に必要な項目

等を調査・検討し，作成する資料の目次案を作成し

た．

3) 各委員から利用できる資料を収集した．また，参考

図書・資料等に関する情報収集を行った．なお，本

資料作成に当たり，以下の資料を参考とした．この

場を借り，厚く御礼申し上げる．

(主な参考資料例)

㎘放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料

(環境省)

(https://www.env.go.jp/chemi/rhm/h30kisoshiryo.

html)

㎘｢放射性医薬品について―教育資料―」(公益社団法

人日本アイソトープ協会)

㎘前臨床 PET，SPECT による分子イメージング研究

ガイド(公益社団法人日本アイソトープ協会)

㎘塩化ラジウム(Ra㏏223)注射液を用いる内用療法の

適正使用マニュアル(日本医学放射線学会，日本核

医学会，日本泌尿器科学会，日本放射線技術学会，

日本放射線腫瘍学会)

㎘短寿命アルファ核種の安全取扱教育資料

(大阪大学放射線科学基盤機構附属ラジオアイソ

トープ総合センター)

㎘看護師教育資料(長崎大学)

㎘核医学・放射性医薬品講義資料(北海道大学)

㎘放射線教育訓練・教育実習用資料(東北大学・東京

大学・金沢大学 他)

4) 収集した整理と不足部分に関する検討

上記，3)で収集した資料を整理し，新たに作成すべき

項目と既存資料を流用できる項目の仕分けを行うととも

に，目次案の改訂を行った．

5) 資料作成に向けて，資料例を作成するとともに，役

割分担を決定した．

6) 各分担者により資料の作成を実施し，その後，WEB

会議により内容・著作権等に関する精査，修正，及

び書式の統一を行った．

◯ㆎ 学会発表・公表など

日本放射線安全管理学会 第18回学術大会2019.12.05

～06.(仙台)規制研究セッションにて，進捗状況の報告

を行った．

4. おわりに

本稿では，「短寿命放射性核種の安全取扱のための教

育資料」の概要と，作成のためのアドホック委員会活動

について紹介した．先にも述べたように，作成した教育

資料はパワーポイント(PPT)及びアドビアクロバット

(PDF)フォーマットにて当学会ホームページ(http://

www.jrsm.jp/)で公開する予定である．本教育資料が，

短寿命放射性核種の安全取扱のための教育，短寿命放射

性核種を用いる研究や医療の発展に貢献できれば幸いで

である．

なお，当資料をご利用いただく際には，下記のとおり

出典の記載をお願いする．また，日本放射線安全管理学

会以外の出典元が明記されている図表等の著作権は出典

元に帰属するので，これらの図表等を個別に用いる場合

はそれぞれの出典元を明記の上，使用することをお願い

する．

出典テ「短寿命放射性核種の安全取扱に関する

教育資料 令和 2 年度版

(日本放射線安全管理学会)」

5. 謝辞

今回の教育資料は，原子力規制委員会放射線安全規制

研究戦略的推進事業(JPJ007057)「短寿命アルファ線放

出核種等の合理的安全規制のためのガイドライン等の作

成」からの受託事業として作成したものである．
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アドホック委員会委員長

北海道大学 アイソトープ総合センター

（大学院医理工学院応用分子画像科学分野）

久下 裕司

2020.12.11. 11:00-12:00 (30分)
日本放射線安全管理学会 第19回学術大会 シンポジウム

｢短寿命放射性核種の取扱の実際と教育資料の作成｣

北海道大学アイソトープ総合センター
Central Institute of Isotope Science,  Hokkaido University

短寿命放射性核種の取扱教育資料の紹介
とアドホック委員会報告

はじめに

近年、短寿命α線放出核種をはじめとする、短寿命放射性核種の医学
応用のための研究が精力的に行われている。

これら核種を利用する放射線作業従事者、及び公共の安全を確保
しつつ研究開発を支える“短寿命放射性核種”の合理的な管理法、
安全取り扱い法の確立が望まれている。

このような背景の下

放射線安全規制研究戦略的推進事業 （代表：大阪大学・吉村崇）
「短寿命アルファ線放出核種等の合理的安全規制のための

ガイドライン等の作成事業（平成31年度～）」

はじめに

当学会は、この事業から、短寿命放射性核種の安全取扱のために必要
な教育内容の精査と教育資料の作成を受託し、アドホック委員会を設け
て受託した事業を実施した。

放射線安全規制研究戦略的推進事業 （代表：大阪大学・吉村崇）
「短寿命アルファ線放出核種等の合理的安全規制のための

ガイドライン等の作成事業（平成31年度～）」

この事業では、短寿命α線放出核種をはじめとする、短寿命放射性核種を医学等へ利

用する放射線施設での使用数量を決める新しい基準（施設、設備基準を含む）及び行
為基準をまとめ、そのガイドライン等の作成が行われている。また、これら核種の安全
取扱を教授するために必要な教育内容を精査し、教育のモデルプログラムの作成も重
要な課題として挙げられている。

資料作成の方針・方向性

資料作成の方針・方向性

１
短寿命α線放出核種を中心に医療利用を目的とする短寿命

核種の利用者を対象とした教育資料を作成する。また、適宜、
放射線管理担当者等に有用な情報も加える。

２
短寿命核種の利用者だけでなく、多くの非密封放射性核種
の利用者に有用な資料とする。

３
基本的な項目に加えて、既存の資料にはない細かな取り扱
い方法や防護の具体的方法などを充実させる。

４ ヒヤリ・ハット事例などを含める。

５ 講義・プレゼンテーションに活用しやすい資料を作成する。

薄い箔になっているので、破らないように注意。
サーベイメータ自身の汚染に注意すること
検出面をビニール袋等で覆わないこと。

・αサーベイメータを用いて頻繁に汚染検査を行う。

（サーベイメーターのBG値は０のため、カウントがあれば汚染を示す）

・特に指の汚染が起こりやすいので、注意。

・器具等の汚染検査にはスミヤ法も活用する。

・αサーベイメータの取扱いに注意。

使用終了後は、検出面保護の

ために、カバー等をつけてお
くことが望ましい。

日本放射線安全管理学会

8）α核種の汚染検査

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（α線放出核種、高エネルギーγ線放出核種の取り扱い）

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（α線放出核種、高エネルギーγ線放出核種の取り扱い）

グローブボックスチャコールフィルター付簡易フード

• 非密封RIを取扱う作業環境に加え、チャコールフィルター付

簡易フードやグローブボックスの中で取扱うとよい。

• サーベイメータを手近に置き、随時汚染検査を行う。

• 必要に応じて移動型α線ダストモニタなども活用するとよい。

日本放射線安全管理学会

9）α核種の作業環境
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短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（α線放出核種、高エネルギーγ線放出核種の取り扱い）

・水溶液で開放系で置いておくと飛散の可能性がある。

→容器は必ず細口のキャップ付きのものを使用する。

器具の洗浄

吸着がみられた場合は、無理に取り除くことはせず、

減衰を待つ。

器具の洗浄は最低２回は洗浄し、全てRI廃液とすること。

洗浄液は流しに流さない。

日本放射線安全管理学会

・酸性の溶液中でテフロンに吸着しやすい。

→ディスポーザル容器、ガラス容器等を使用すること。

水溶液で取り扱う場合は、アスコルビン酸が飛散防

止剤になるので、必要に応じて使用を検討すること

10）211At使用上の注意

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（α線放出核種、高エネルギーγ線放出核種の取り扱い）
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日本放射線安全管理学会

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（α線放出核種、高エネルギーγ線放出核種の取り扱い）

高エネルギーγ線の遮へい体の例

日本放射線安全管理学会

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（ヒヤリ・ハット事例）

9 211Atの取扱い後、肘のあたりまで汚染していた。

→ 211Atが飛散したためと考えられた。
（Atは塩基性でも化学形によっては飛散が起こる。）

・ キャップ付のチューブを使用する。ただしチューブ
開封時の汚染にも十分注意する。

・ 思わぬ飛散に備え、必要に応じて肘まで覆う長手袋、
ヘヤキャップなどを使用する。

日本放射線安全管理学会

9 211At溶液をエッペンチューブで保管した際、液体部分
に触れていない。蓋に触れただけで手袋が汚染した。

11）ヒヤリハット事例 ①

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（ヒヤリ・ハット事例）

9 プレートリーダーを用いて測定を行ったところ、
試料台付近で汚染が発見された。

9 211Atを吸着させた樹脂を遠心分離
させたところ、遠心分離機の排気口
付近のカウントが高くなった。

日本放射線安全管理学会

・プレートリーダー自体をグローブバッグに入れて
使用する。

・大量に取扱う場合、遠心分離機をフ
ード内に設置する。

ヒヤリハット事例 ②

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（ヒヤリ・ハット事例）

日本放射線安全管理学会

9 RIを投与したマウスに触れた際、 体表面に付着していたRIに気付かず手袋が汚染した。

→マウスの体表面は糞尿等で汚染されやすいため、投与した動物に触れた際には

必ず手をサーベイする。

9 RIを投与したマウスを撮像装置まで移動する際、マウスが失禁し汚染が発生した。

→投与後の生体の取り扱いには十分に注意を払う。

9 RI投与中マウスが暴れて注射針が尻尾から抜けた結果、注射液が飛び散って汚染した。

→投与中は動物が暴れることが多いのでしっかり固定する。

9 RI投与後にマウスを保定する際にマウスに噛まれた。

→動物を正しく持つ。対象がラットの場合は噛み付き防止の手袋を使用も検討する。

9 イメージング中に麻酔チューブが外れ、マウスが機械内に脱走した。

→麻酔深度は常に確認する。

吸入器の固定、麻酔チューブの捻れなどはイメージング開始前に必ず確認する。

6）動物実験のヒヤリハット

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（放射能・放射線の基礎、動物の取り扱い）

γ線（X線）

β線

α線

単位飛跡長当たりの
エネルギー付与
Linear Energy 

Transfer 
(LET)(keV/μm)

電離・励起

直線的、長い飛跡

ジグザグ型の飛跡

短飛跡＝局所的にエネルギー付与

各種放射線と物質の相互作用

日本放射線安全管理学会
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短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（放射能・放射線の基礎、動物の取り扱い）

日本放射線安全管理学会

9針刺し事故の防止

針とキャップを手で持つ 台に置いたキャップを
針で引っかける

動物へのRI投与

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（核医学診療の概要）

日本放射線安全管理学会

核医学診断法【PETとSPECT】
�SPECT（Single photon emission tomography）

�PET（Positron emission tomography）
¾ポジトロン（陽電子）を放出するアイソトープで標識された標識化合物（放射性医薬品）
を投与し、この放射性医薬品が臓器に集まる様子を専用のカメラで撮像する検査。

¾シングルフォトン（単光子、ガンマ線）を放出するアイソトープで標識された標識化合物
（放射性医薬品）を投与し、この放射性医薬品が臓器に集まる様子を専用のカメラで撮
像する検査。

（ガンマカメラ・シンチカメラ）

被写体

シンチレータ

コリメータ

γ線

波高分析器・演算回路等
光電子増倍管

シンチカメラ （ガンマカメラ）
SPECT (Single Photon Emission CT)

PET (Positron Emission CT)

+

ｰ

陽電子
（ポジトロン）
放出核種

陽電子
（ポジトロン）

陰電子

消滅放射線
（511 keV）

消滅放射線
（511 keV）

ｰ+

陽電子
消滅

消滅
放射線

シンチレータ 光電子増倍管

演算回路

演算回路

同
時
計
数

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
（核医学診療の概要）

■効能・効果
骨転移のある去勢抵抗性前立腺癌

アイソトープ内照射療法の例

塩化ラジウム（223Ra）注射液 α線放出核種

投与前
骨シンチグラフィ

BSI = 1.87

6回投与後
骨シンチグラフィ

BSI = 0.29

塩化ラジウム（223Ra）
注射液投与後の

223Raのγ線による
集積確認画像

骨転移
全体に改善

前立腺癌骨転移
60歳代 男性

日本放射線安全管理学会

アドホック委員会の活動
「短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料作成アドホック委員会」

委員長 久下裕司 北海道大学アイソトープ総合センター

委 員

右近直之 福島県立医科大学, 先端臨床研究センター

大江一弘 大阪大学大学院医学系研究科

柴 和弘 金沢大学学際科学実験センター

西 弘大 長崎大学原爆後障害医療研究所

桧垣正吾 東京大学アイソトープ総合センター

古澤 哲 東京ニュークリア・サービス株式会社

渡辺茂樹 量子科学技術研究開発機構高崎量子応用研究所

渡部浩司 東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター

アドホック委員会の活動

【開催実績】

・第１回 アドホック委員会
日時： ２０１９年８月１６日（金） １5：００～１6：００
場所：名古屋大学工学部５号館２階２３０号室材料会議室

・第２回 アドホック委員会
日時： ２０１９年１２月５日１２：００～１３：００
場所：東北大学農学部総合研究棟会議室3

・第３回 アドホック委員会
日時： ２０２０年２月２１日９：３０～１２：００
場所：東京大学アイソトープ総合センター 講義室

・WEB（ONLINE）会議システムによる教育資料検討会
（２０２０年５月２７日、６月３日、１０日、１７日、７月１日、各１～２時間）

アドホック委員会の活動

【作業及び検討の内容】

1. 教育資料作成の方針、すなわち「どのような教育資料が適切であるか・必要
であるか等」について検討し、資料作成の方針・方向性を決定した。

2. 上記、方針・方向性に従い、教育資料に必要な項目等を調査・検討し、作成
する資料の目次案を作成した。

3. 各委員から利用できる資料を収集した。また、参考図書・資料等に関する情
報収集を行った。

4. 収集した整理と不足部分に関する検討：上記、3.で収集した資料を整理し、

新たに作成すべき項目と既存資料を流用できる項目の仕分けを行うとともに
、目次案の改訂を行った。

5. 資料作成に向けて、資料例を作成するとともに、役割分担を決定した。
6. 各分担者により資料の作成を実施し、その後、WEB会議により内容・著作権

等に関する精査、修正、及び書式の統一を行った。

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料

日本放射線安全管理学会

1. はじめに
2. 用語の説明
3. 放射能・放射線の基礎に関する項目
4. 防護に関する項目
5. 取り扱いに関する項目（一般的事項）
6. 取り扱いに関する項目（動物）
7. 測定に関する項目
8. 廃棄物の取り扱い
9. 汚染と除染に関する項目
10. 法令・予防規程
11. 核医学診療の概要

目次
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（主な参考資料）
¾ 放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料（環境省）

（https://www.env.go.jp/chemi/rhm/h30kisoshiryo.html）
¾ 「放射性医薬品について―教育資料―」

（公益社団法人日本アイソトープ協会）
¾ 前臨床PET、SPECTによる分子イメージング研究ガイド

（公益社団法人日本アイソトープ協会）
¾ 塩化ラジウム(Ra-223)注射液を用いる内用療法の適正使用マニュアル

（日本医学放射線学会、日本核医学会、日本泌尿器科学会、日本放射
線技術学会、日本放射線腫瘍学会）

¾ 短寿命アルファ核種の安全取扱教育資料
（大阪大学放射線科学基盤機構附属ラジオアイソトープ総合センター

¾ 看護師教育資料（長崎大学）
¾ 核医学・放射性医薬品講義資料（北海道大学）
¾ 放射線教育訓練・教育実習用資料（東北大学・東京大学・金沢大学 他）

短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料
おわりに

¾ 「短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料」の
概要と、作成のためのアドホック委員会活動について紹
介した。

¾本教育資料が、短寿命放射性核種の安全取扱のための
教育、短寿命放射性核種を用いる研究や医療の発展に
貢献できれば幸いである。

¾作成した教育資料はパワーポイント（PPT）及びアドビア
クロバット（PDF）フォーマットにて当学会ホームページ（
http://www.jrsm.jp/）で公開する予定である。

日本放射線安全管理学会

当資料をご利用いただく際には、下記のとおり出典
の記載をお願いいたします。

出典：「短寿命放射性核種の安全取扱に関する教育資料 令和２年度版
（日本放射線安全管理学会）」

なお、日本放射線安全管理学会以外の出典元が明記されている図表等の

著作権は出典元に帰属しますので、出典元を明記の上、使用してください。

今回の教育資料は，原子力規制委員会放射線安全規制研究
戦略的推進事業(JPJ007057)「短寿命アルファ線放出核種等
の合理的安全規制のためのガイドライン等の作成」からの
受託事業として作成したものである．
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資料 4.8. 京都大学複合原子力科学研究所専門研究会での発表資料 

  

  

  

  

Preparation of guidelines for 
evaluation to ensure safety
in the use of short-lived 
unsealed radioisotopes

Radioisotope Research Center, Institute for 
Radiation Sciences, Osaka University

Takashi Yoshimura

Contents

Studies for safety handling of short-lived radioisotopes
• 2017ー2019 Radiation Safety Regulation Research Strategic 
Promotion Project from Nuclear Regulation Authority, Japan
「Development of safety management and radiation education by 
obtaining data for rational control of short-lived alpha particle 
emitters 」
Determination of dispersal rates of 211At, 223Ra, 225Ac, and their
descendent nuclides

• 2019ー2021 Radiation Safety Regulation Research Strategic 
Promotion Project from Nuclear Regulation Authority, Japan
「Preparation of guidelines for evaluation to ensure safety in the use 
of short-lived unsealed radioisotopes」

Study for safety management 
of short-lived alpha particle-emitters

• In recent years, research for nuclear medicine applications of 
short-lived alpha particle emitters has been vigorously 
pursued. In the near future, medical applications of these 
nuclides are expected to be popular.

• Rational radiation control to support the research and 
development while ensuring the safety of workers and the 
public is important. For this purpose, obtaining data on the 
dispersal rate and development of safe handling method are 
required. 

2017ー2019 Radiation Safety Regulation Research Strategic 
Promotion Project from Nuclear Regulation Authority, Japan
「Development of safety management and radiation education by 
obtaining data for rational control of short-lived alpha particle 
emitters 」

Obtaining the dispersal rates of airborne 211At, 223Ra, 225Ac and 
their descendent nuclides 

Members

Osaka Univ. A. Shinohara、K. Nakajima-Kaneda、Z. Zheng
T. Yoshimura、A. Toyoshima、K. Nagata
J. Hatazawa、T. Watabe、K. Ooe

Kyoto Univ. T. Yamamura
Tohoku Univ. K. Shirasaki、H. Kikunaga
RIKEN H. Haba
Fukushima Medical K. Washiyama
Univ.

The results of 211At dispersal rates

Dispersal rate
Acidic 0.11±0.03

Neutral 0.26±0.02
Neutral + AA 0.0082±0.0003

Basic 0.06±0.04
In Chloroform 0.008±0.005

AA:ascorbic acid

Shaking Dispersal rate
Vinyl bag (inside) 0.03±0.01

Vinyl bag (outside) 0.02±0.01

Polypropylene
tube

飛散RI捕集ユニット
活性炭

Cartridge

Glass Filter

Dispersal rate in various conditions of solutions

○ Results for 211At in actual 
operations

Centrifugation Dispersal rate
Vinyl bag (inside) 0.02±0.01

At aq. 
(neutral)

Sealed in vinyl bag

Shaking Centrifugation
10-4

10-3

10-2

10-1

100

硝子フィルター
活性炭カートリッジ

捕
集
率

酸性 中性 中性
＋AA

アル
カリ性

クロロ
ホルム

○Results for 211At dispersion

Dispersal rate

The dispersal rates and 
distribution of 211At

Charcoal Cartridge

Glass Filter

Dispersion of 211At is suppressed by the addition of ascorbic acid

The 211At solution needs to be used and stored in a vessel with a cover.

211At can be handled safety by covering the vessel tightly.

Decay chain of Ra-2235)
5) （公社）日本アイソトープ協会，アイソトープ手帳(11版)，2011年

223Ra and discendent nuclei

From the perspective of radiation protection,
the dispersal rate of each RI should be 
clarified, especially for Rn-219 which is a 
noble gas.

Decay of 211Pb and 211Bi on the filter

223Ra : 274.4 h 

The half-lives of 211Pb and 211Bi are both the half-life of 211Pb.
The dispersal rates of metal ions are quite small (Sr2+, Ga3+, Tc7+, Cr6+, Pm3+:10-8~10-9)6)

Decay of radioactivity of 211Pb and 211Bi

6) Y. Nakamura  et al., RADIOISOTOPES, 1983, 32, 260-269.

→ 223Ra is not dispersed (< lower detection limit). The detection of radioactivity of 
211Pb and 211Bi on the filter is due to dispersion of 219Rn

211Pb(404 keV)

211Bi(351 keV)

211Pb : 0.602 h

T1/2 Simulation

T1/2 Exp. data
0.607

  ±0.004
0.598

  ±0.006

Pb-211

Bi-211

hr

hr

211Pb :

211Bi :
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4. Dispersal rates in actual experiments

When the lid of the vial for storing 223Ra (inner 
diameter:11 mm) is opened, 
the dispersal rate of 219Rn is less than 1.3×10-3.
⇒ Almost no dispersion when a syringe is used.

3. Surface area dependence of dispersion 
Rate of 219Rn

223RaCl2 aq. Radioactivity : 7.4-9.5 MBq

Seven 
2 mL
Micro 
Tube

Two 10 mL
Beaker

20 mL
Beaker

50mL
Beaker

100mL
Beaker

223RaCl2
Vial

⇒ Almost no dispersion in actual 
experimental operations

Dispersion of 223Ra

Operation
Dispersal 
rate of 
223Ra

Dispersal 
rate of 
219Rn

Shaking N.D. N.D.

Centrifug
ation N.D. N.D.

Experiment

Obtaining dispersal rate, surface contamination, and concentration in waste water    
for  225Ac

The alpha spectrum of 
225Ac on a PEN film

PEN film

Two PTFE 
filters

Operation Dispersal rate of 225Ac

Shaking N.D.

Centrifugation N.D.

2. Dispersion of 225Ac in the actual experiments○Results １. Dispersal rate of 225Ac

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

D
is

pe
rs

al
 ra

te
 A

c-
22

5 
(/h

)

Shaking drop heating
Acid

ic s
olu

tio
n

Neu
tra

l so
lut

ion
Nitra

te 
sa

lt

Solu
tio

n o
f c

om
ple

x

Dispersal rate of 225Ac
（PTFE filter + PEN film）

Contribution of 
airborne droplet

Dispersal rate of 225Ac in an acidic solution

The results of dispersion for 225Ac （Tohoku Univ.）

Summary (1)
Airborne dispersion of 211At
・Dispersion of 211At into the air is little from chloroform.
・The dispersal rate changes depending on the pH of the aqueous solution.
・When ascorbic acid is added to the solution of 211At, dispersion of 211At  
is lowered.

Airborne dispersion of 223Ra
・There is no dispersion of 223Ra from the aqueous 223RaCl2.
・211Pb and 211Bi were detected on the filters because of dispersion of 219Rn.
・The dispersion of 219Rn depends on the diameter of the vessel.
→ In radiopharmaceuticals, 223Ra is sealed in a vial and dispensed by

a syringe. Thus, 219Rn is unlikely to be dispersed into the air. 

Airborne dispersion of 225Ac
・There is almost no dispersion of 225Ac

• 2019ー2021 Radiation Safety Regulation Research Strategic Promotion Project 
from Nuclear Regulation Authority, Japan

「Preparation of guidelines for evaluation to ensure safety in the use of short-lived 
unsealed radioisotopes」

Purpose of Study

14

Purpose
To prepare guidelines to summarize the new method of evaluation 
for license of short-lived radioisotopes at each radiation facility 

Preparation of guidelines for evaluation to ensure safety in the use of 
short-lived unsealed radioisotopes

Members

Chair：T. Yoshimura（Osaka Univ.）
PO：S. Furuta（PESCO）
Advisor：Y. Yonekura（Osaka Univ.）

J. Hatazawa（JRIA）

Osaka Univ.
T. Todo
M. Tatsumi
K. Kaneda
T. Watabe
K. Yamaguchi
T. Kamiya
S. Kawaguchi

Assistant PO：
T. Nishio （NRA, Jpn）
M. Koga（NRA, Jpn）

Hiroshima Univ.
S. Nakashima

Hokkaido Univ.
Y. Kuge

QST
K. Nagatsu

A. Shinohara
A. Toyoshima
K. Ooe
K. Nagata

Tohoku Univ.
H. Watabe
K. Shirasaki

Kyoto Univ.

T. Yamamura

RIKEN
H. Haba

ＶTitle： guidelines for evaluation to ensure safety in the use of short-lived 
unsealed radioisotopes

Chapter1  Overview, Background, and Purpose of the Guidelines

Chapter2  Scope and Application of the Guidelines

Chapter3  Evaluation Method
Method for evaluating shielding, airborne RI concentration, exhaust 
air RI concentration, and RI concentration in waste water 

Chapter4  Reliability assurance methods
Establishment of responsibility system, manuals to be equipped 
after approval

Chapter5  Education and Training
Subjects and contents of education and training

Table of Contents of Guidelines
Ｖ

Outline of guidelines

○Purpose and necessity of the guidelines
In order to ensure safety of workers and the public, and implement rational 
radiation control, the guideline summarizes a method of evaluation for 
calculating the use quantity of short-lived nuclides at each radiation facility.

○Scope and application of the guidelines
The guidelines are applicable to the regulations based on the ”Low   
Concerning the Regulation of Radioisotopes”.

○Guideline of applicable nuclides
The guideline applies to short-lived radioactive nuclides with half-lives up to
15 days.

○Outline of the evaluation method for use
It is possible to apply values based on experiments to dispersal rate, etc.
Furthermore, it is possible to be taken in account of decay of the nuclide
for evaluation.

○Responsibility System
Each facility should establish a peer review system that include external 
experts to review the results of experiments.

Summary

Many experts specializing in radiochemistry, nuclear medicine, and 
radiation safety management participate in the group to prepare 
the guidelines.   

The guidelines have been prepared in consultation with relevant 
academic societies and the Nuclear Regulation Authority, Japan. 

The prepared guidelines have been authorized by six academic 
societies.  

Preparation of guidelines for evaluation to ensure 
safety in the use of short-lived unsealed 
radioisotopes Osaka Univ.

Prof. Atsushi Shinohara
Prof. Yoshiharu Yonekura
Prof. Jun Hatazawa
Prof. Takeshi Todo
Prof. Mitsuaki Tatsumi
Prof. Atsushi Toyoshima
Prof. Kazuko Kaneda
Prof. Yoshifumi Shirakami
Dr. Tadashi Watabe
Dr. Kazuhiro Ooe
Dr. Kojiro Nagata
Dr. Zijiang Zhang
Dr. Takashi Kamiya
Kazuya Yamaguchi
Syuhei Kawaguchi

RIKEN
Dr. Hiromitsu Haba

QST
Dr. Kotaro Nagatsu
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短寿命アルファ線放出核種等の
合理的安全規制のための
ガイドライン等の作成

大阪大学放射線科学基盤機構

附属ラジオアイソトープ総合センター

吉村 崇

研究全体の概要

目的
放射性同位元素等の規制に関する法律に基づく各放射線事業所での短寿命核種等の許可使用
数量を算定する評価についての新しい方法をまとめるために、ガイドライン等を作成する。

課題名
短寿命アルファ線放出核種等の合理的安全規制のためのガイドライン等の作成
（H31〜R2年度）

実施状況：
・作成会議（４回、メール会議）
・WG会議（随時、メール会議）
・原子力規制庁との打ち合わせ（3回、
オンライン）

・関係学協会からの意見（６団体（特
に意見無しを含む））

・関係学協会からのオーサライズ
（６団体）

・ガイドラインは年度内公開
・教育資料内容検討会議（５回、
オンライン）→ 年度内公開

期待される成果

本研究により作成されたガイドライン等は、放射線規制の運用に直接寄与し、各事業所では、
合理的な安全性が担保された状態で短寿命アルファ線放出核種等を使用することが可能になる。

令和元年度 令和2年度

第2
四半期

第3
四半期

第4
四半期

第1
四半期

第2
四半期

第3
四半期

第4
四半期

目標：短寿命α線放出核種等の安全利用・管理のガイドライン等の作成
ガイドライン等の関連学協会からのオーサライズ

吉
村

ガイドライン等作成会議の実施

関連学協会、規制庁と協議

ガイドライン等提出

教育内容検討

関係学協会にてオーサライズ

教育資料公開・教育の実施

ガイドライン等
案提出

研究体制

篠原厚（阪大）
豊嶋厚史（阪大）
大江一弘（阪大）
永田光知郎（阪大）

オブザーバー
白神宣史（阪大）
伊藤拓（日本メジフィジックス）
中村吉秀（千代田テクノル）

ガイドライン等作成会議
協議

意見、要望

関連学協会

関連学協会に
ガイドライン等を

オーサライズいただく

情報
共有

日本放射線安全学会
教育資料作成

藤堂剛（阪大）
巽光朗（阪大）
兼田加珠子（阪大）
渡部直史（阪大）
山口和也（阪大）
神谷貴史（阪大）
川口修平（阪大）

ガイドライン等作成会議メンバー

全体取りまとめ：吉村崇（阪大）
PO：古田定昭 （ペスコ）
助言：米倉義晴（RI協会）

畑澤順（RI協会）

中島覚（広島大）
久下裕司（北大）
渡部浩司（東北大）
白崎謙次（東北大）
永津弘太郎（量研機構）
羽場宏光（理研）
山村朝雄（京大）

オレンジ：若手研究者

原子力規制庁

PO補佐：西尾貴史 （原子力規制庁）
古賀匡祥（原子力規制庁）

ガイドラインWG

赤：ガイドラインWGメンバー

研究の概要（１） 研究の進め方

○ガイドライン等作成会議の開催
前年度まで実施された放射線安全規制研究、
放射線対策委託費での研究成果をもとに、
内容及び課題について議論、検討し、
ガイドライン等の案を作成
（ガイドライン等作成会議での議論に必要
な有識者がいれば、参加いただく）

第二四半期後にガイドライン等の内容を確定

各関連学協会等及び原子力規制庁と協議を実施

ガイドライン等の
作成に必要な
新たな実験的な
エビデンス等の取得

関連学協会からのオーサライズを得る

・ガイドライン等の
内容の公開
・短寿命放射性核種の
安全取扱教育資料の公開

引き続き、各関連学協会等及び原子力規制庁と協議を実施

令和２年度

令和元年度

研究の概要（２）

・日本放射線安全管理学会に外注
短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料作成アドホック委員会
がパワーポイントの資料作成

委員長：久下裕司（北大）
委員：渡部浩司（東北大）、柴和弘（金沢大）、桧垣正吾（東大）、

西弘大（長崎大）、右近直之（福島県立医大）、 大江一弘（阪大）
渡辺茂樹（量研機構高崎）、古澤哲（東京ニュークリア・サービス）

・ガイドラインの概要を説明するパワーポイントも教育資料
（補足資料：安全管理担当及び講師用）として作成
ガイドラインWGのメンバーが担当

パワーポイントの資料
補足資料含め全１2項目、２４９枚のスライドで構成

赤字：若手研究者

○教育資料の作成
各事業所が規定する行為等を従事者に遵守させるためには、教育の実施が必須
である。本研究では、日本放射線安全管理学会と協力して、
短寿命核種等の安全取扱を教授するために必要な教育内容を検討する。

Ｖ

研究の概要：今年度のガイドライン作成・承認の流れ

ガイドラインの骨子は前年度に作成済み
今年度は、細かい文言の調整、修正が主

原子力規制庁、POと打ち合わせ

ガイドラインWGが文言等を検討 ガイドライン等作成会議で調整

ガイドライン等作成会議にて調整

原子力規制庁との調整完了後

関係学協会に意見を求める
（日本放射線安全管理学会、大学等放射線施設協議会、日本保健物理学会、
日本核医学会、日本放射線腫瘍学会、日本放射線影響学会からレスポンス）

ガイドラインWGが文言等を検討

意見

案提出

案提出

意見

修正案

日本核医学会、日本医学放射線学会
日本放射線腫瘍学会、
日本核医学技術学会
日本放射線安全管理学会
大学等放射線施設協議会
が承認済み

Ｖタイトル：短寿命の非密封放射性同位元素利用における安全確保のための使用
許可の評価・信頼性担保・教育訓練等に関するガイドライン

目次
第１章 ガイドラインの概要、背景、及び目的

第２章 ガイドラインの適用範囲と適用RI

第３章 評価の方法
遮へい、空気中RI濃度、排気口空気中RI濃度、排水中RI濃度評価の方法

第４章 信頼性担保の方法
責任体制の構築、許可後に装備するべきマニュアル等

第５章 教育及び訓練
教育訓練の位置づけ、対象者、内容

附属書 非密封RIの許可使用者以外の者による下限数量以下の短寿命の非密封
線源の使用のガイドライン、不確かさの求め方と実測に基づく数値の
計算例、責任体制の構築例、等

今年度の進捗：ガイドラインのタイトル・目次

Ｖ

今年度の進捗：ガイドラインの内容（１）

○ガイドラインの目的・必要性
作業者や公共の安全を確保しつつ、合理的な放射線管理を行うために
各放射線事業所での短寿命核種等の許可使用数量を算定する評価についての
新しい方法をまとめたガイドラインを作成する。

○ガイドラインの適用範囲
「放射性同位元素等の規制に関する法律」に基づく規制に適用される。

放射性同位元素等の規制に関する法律で密封されていない放射性同位元素を
取扱う許可使用事業所が対象である。

○本ガイドラインでの適用核種の目安
半減期が15日までの短寿命放射性核種対象とする。

○使用等における評価方法の概要
従来から行われている計算による使用数量等の算定のための評価法を使用するが、
飛散率等については、実験に基づいた値を適用できるようにする。
さらに各核種について、減衰も考慮にいれて評価できるものとする。

評価に用いる実測に基づいた数値は、99.7%信頼区間の上限値を標準とする。
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Ｖ

今年度の進捗：ガイドラインの内容（２）

○実測データの取得及びその管理に必要な事項と責任体制
・各施設が外部有識者を含んだピアレビュー体制を構築して、実験の結果について
レビューする。

・外部有機者を含んだレビュアーの任命は実験などに関する事項を承認する委員会
等の長。

○教育及び訓練
・RI規制法に従った教育訓練として実施する。
・対象者は、ガイドラインに基づいて使用許可を得たRIの受入れ、払出し、
使用、保管、廃棄を行う放射線業務従事者。

・内容は、必須事項と必須事項であるが、一般の教育訓練で既に実施済みで
ガイドラインに基づくRIを使用する業務従事者が受講済みならば省略可能な
項目に分けて記載。

○ 非密封RIの許可事業者以外の者による下限数量以下の短寿命非密封線源の
使用

・下限数量以下まで減衰した線源について適用可能。
・払出し事業所（非密封の許可施設）と受入れの施設が事前に覚え書きを交わし、
ガイドラインの遵守を徹底。

・受入れの施設が助言を求めた場合、払出し事業所が協力する。

Ｖ

今年度の進捗：短寿命RIの安全取扱の教育資料の作成

日本放射線安全管理学会アドホック委員会を
オンラインで５回開催

○短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料
（パワーポイントスライド計２４９枚）

1. はじめに
2. 用語の説明
3. 放射能・放射線の基礎
4. 放射線被ばく防護
5. 取り扱いに関する項目（一般的事項）
6. 取り扱いに関する項目（動物）
7. 放射線の測定
8. 廃棄物の取り扱い
9. 汚染と除染に関する項目

10. 法令・予防規程
11. 核医学診療の概要（核医学診療と治療）
補足. 本ガイドラインの概要（安全管理担当者・講師向け）

教育資料は、日本放射線安全管理学会ホームページにて年度内に公開
講師が構成を変えることができる形で配布予定

⽇本放射線安全管理学会

ü針刺し事故の防止

針とキャップを手で持つ 台に置いたキャップを
針で引っかける

動物へのRI投与

異常発見者

RI委員会委員長

主任者等
（１）

研究推進部

研究推進課

部局長

消防署

理事（総務・人事担当）
理事（施設担当）

理事（危機管理担当）

※部局内緊急連絡網による

緊急判定会

学 長理事（研究担当）

総務部総務課

病院長

！

当該部局担当事務部

職員課 施設企画課
（排水関係）

総務部総務課

国
土
交
通
省

文
部
科
学
省

労
働
基
準
監
督
署

地
方
自
治
体

報
道
機
関

原
子
力
規
制
委
員
会

研究推進課

広報室

警察署

施設長
センター長

病院

RI総合
RI理工

低レベル放射
能実験施設

※火災時直ちに

安全委員会

予防対策委員会

病院

※事故時のみ

理事（病院担当）

※事故時のみ

金沢大学放射線施設・核燃料施設の緊急時連絡体制マニュアルより

◆各大学、各事業所によ
って異なるため、RIを
使用する施設のものを
必ずあらかじめ確認し
ておくこと。

緊急時の連絡体制（例）

⽇本放射線安全管理学会

論文発表 3件

・「短寿命放射線核種の合理的安全規制のためのガイドライン等作成に向けた検討状況」

吉村 崇、Radioisotopes、69(7)、233-242 (2020)

・「短寿命アルファ線放射性核種の合理的な安全規制のための研究」

吉村 崇、臨床放射線、65(9)、985-990 (2020)

・「短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料の作成」

短寿命放射線核種の安全取扱のための教育資料作成アドホック委員会、

日本放射線安全管理学会誌、19(2)、98-101 (2020)

口頭発表 ４件

・企画セッション 「短寿命放射性核種の取扱の実際と教育資料の作成」

「短寿命放射性核種の取扱教育資料の紹介とアドホック委員会報告」

久下裕司

他、発表２件

日本放射線安全管理学会第19回学術大会、オンライン、12月

・「短寿命の非密封RI利用における安全確保のための使用許可の評価等に関するガイドライン

の作成」

吉村 崇

京都大学複合原子力科学研究所専門研究会、熊取、2月

本年度の成果 自己評価・今後の課題・学協会等からの意見

ガイドライン等作成会議、関係学協会からの意見
・近年、PET4核種以外のPET核種がよく利用されるようになってきている。現状のPET4核種に対する

法令の内容を見直し、他の核種も適用できるようにしてほしい。その際に、短寿命の診断・治療用核種も
追加してはどうか。

・使用数量に応じたGraded approachの考え方を導入する等により、柔軟な対応も可能にしてはどうか。
例えば、スウェーデンに施設で実施されている使用実績と規制当局の対話による使用数量決定の方法の導入
が挙げられる。
また、今回のガイドラインの適用核種は、ニーズの観点を重視して半減期15日以内としたが、
ガイドラインの内容は半減期15日以上の核種にも当てはめることが可能である。本ガイドラインの内容を
半減期15日よりの長いRIの評価にも適用できるようにすることも一案と思われる。

評価の視点 自己評価 コメント

評価時点までの研究の
実施が研究計画に沿っ
て行われているか

１ 計画を上回る
２ 概ね計画どおり
３ 計画を達成できない

４ 計画を達成できないが代替手段に
よって今年度の目標を達成した

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、計画段階で予定
していた対面での会議開催は全く出来なかったが、WGでの
活動、メール会議、オンライン会議の併用により、計画され

た事業を実施することが出来たため、概ね計画どおりとした。

今年度の進捗や達成度
を踏まえて、次年度の
研究計画に変更が必要

か※1

１ 必要ない
２ 軽微な変更が必要※２

３ 大幅な変更が必要※２

今年度で終了する事業のため、該当しない。

今後の課題

・本ガイドラインの改訂には、「必要に応じて見直しを行う。また必要に応じて、関連学協会の有識者に
よって改訂内容の検証を行う。」と定めている。改訂の際には、関連学協会とよく相談して進める必要が
ある。

・現状、飛散率等の実測データがまだ少ない。今後、これらのデータが様々な核種で多数報告されるように
なることを期待する。
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